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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

（１）連結経営指標等

回次 第32期 第33期 第34期 第35期 第36期
決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月

売上高（千円） 2,417,769 － － － －

経常損失(△）（千円） △511,350 － － － －

当期純損失(△）（千円） △480,787 － － － －

純資産額（千円） － － － － －

総資産額（千円） － － － － －

１株当たり純資産額（円） － － － － －

１株当たり当期純損失(△）

（円）
△12.57 － － － －

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － － － －

自己資本利益率（％） － － － － －

株価収益率（倍） － － － － －

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
△1,269,171 － － － －

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
△63,675 － － － －

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
△154 － － － －

現金及び現金同等物の期末残

高（千円）
1,435,631 － － － －

従業員数

（外、平均臨時雇用者数）

［人］

－ － － － －

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第32期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期純

損失が計上されているため記載しておりません。

３．第32期の自己資本利益率及び株価収益率については、当期純損失を計上しているため記載しておりません。

４．第33期より連結財務諸表を作成しておりませんので、第33期以降の連結会計年度に係る主要な経営指標等の

推移については記載しておりません。

５．平成20年10月31日付で連結子会社であった株式会社ユー・エンターテインメントの全株式を譲渡し、第32期

連結会計年度末において連結子会社が存在しないため、第32期連結会計年度末の連結貸借対照表は作成して

おりません。このため、連結経営指標等の一部については記載しておりません。
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（２）提出会社の経営指標等

回次 第32期 第33期 第34期 第35期 第36期
決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月

売上高（千円） 2,417,7692,994,7972,538,2711,748,7851,391,513

経常損失（△）（千円） △496,594△1,087,005△212,428△261,169△220,241

当期純損失（△）（千円） △497,424△1,099,578△170,325△267,556△267,895

持分法を適用した場合の投資

利益又は投資損失（△）

（千円）

－ △146,169 17,135 － －

資本金（千円） 2,910,9162,910,9162,910,9162,910,9162,910,916

発行済株式総数（株） 38,363,22038,363,22038,363,22038,363,22038,363,220

純資産額（千円） 2,068,723948,562 778,185 510,584 242,669

総資産額（千円） 2,596,3481,445,6421,569,3721,144,638652,715

１株当たり純資産額（円） 53.56 24.80 20.35 13.35 6.34

１株当たり配当額

（内１株当たり中間配当額）（円）

－

(－)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

１株当たり当期純損失（△）

（円）
△13.00 △28.75 △4.45 △6.99 △7.00

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） 78.9 65.6 49.6 44.6 37.2

自己資本利益率（％） － － － － －

株価収益率（倍） － － － － －

配当性向（％） － － － － －

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
－ △218,024△239,125 8,125 △398,183

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
－ △85,485 △18,418 △43,471 △51,400

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
－ △39 △51 △44 △19

現金及び現金同等物の期末残

高（千円）
－ 1,132,081874,486 839,095 389,491

従業員数

（外、平均臨時雇用者数）

［人］

19

[3]

22

[2]

22

[0]

12

[2]

11

[3]

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第32期の持分法を適用した場合の投資利益又は投資損失（△）は連結財務諸表を作成しているため、記載し

ておりません。第35期については関連会社は存在しますが、持分法を適用した場合の投資損益がないため記

載しておりません。なお、関連会社であった株式会社ワールドビクトリーロードは、平成23年10月20日に当社

が保有する株式をすべて売却しており、第35期事業年度末においては関連会社はありません。また、第36期に

ついては関連会社が存在しないため記載しておりません。

３．第32期及び第33期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの１株当た

り当期純損失であるため記載しておりません。第34期以降の潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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４．自己資本利益率及び株価収益率については、当期純損失を計上しているため記載しておりません。

５．第32期は連結財務諸表を作成しているため、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッ

シュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー、現金及び現金同等物の期末残高は記載しておりません。

６．第33期以降は財務諸表のみを作成しているため、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動による

キャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー、現金及び現金同等物の期末残高を記載しており

ます。

　

EDINET提出書類

株式会社コモンウェルス・エンターテインメント(E02899)

有価証券報告書

 4/63



２【沿革】
年月 事項

昭和52年８月 塩化ビニール製品（建築資材、包装資材、農業資材）の販売を目的として神奈川県鎌倉市に三高産

業株式会社を設立

昭和57年８月 ビデオソフトとレコードのレンタル業に事業を転換

平成元年９月 神奈川県藤沢市に直営店舗第1号店 藤沢店を開店

平成元年11月 家庭用ゲームソフト・ゲーム機器の販売に事業を転換

平成２年８月 神奈川県横浜市栄区に本店を移転

平成５年８月 神奈川県横浜市戸塚区に本店を移転

平成10年７月 商号を「株式会社トップボーイ」に変更

平成11年９月 日本証券業協会に株式を店頭登録

平成12年11月 インターネットカフェ事業「ｅ-パレット」を開始

平成14年２月 キャラクターグッズ及びゲームソフトの小売店舗20店を熱血王株式会社より買収

平成15年３月 株式会社ジャパンアミューズメントエージェンシーを株式交換により完全子会社化

平成15年６月 商号を「株式会社コモンウェルス・エンターテインメント」に変更

本店を東京都港区に移転

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、株式会社ジャスダック証券取引所に株式を上場

平成17年３月 店舗運営事業のうちインターネットカフェ事業の全部を譲渡

平成17年６月 株式会社ジャパンアミューズメントエージェンシーの全部の株式を売却

平成17年９月 「トップボーイ事業」を廃止し、店舗運営事業から撤退

平成17年11月 パチンコ機、パチスロ機のメダルゲーム機への転用及び販売の独占許諾権を獲得

平成22年４月 ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（現　大阪

証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード））に上場
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３【事業の内容】

　当社は、「コンテンツ事業」「アミューズメント事業」「コンサルティング事業」を主たる事業としております。

　当社の事業内容は次のとおりであります。

　なお、当社の３部門は「第５　経理の状況　１　財務諸表等　（1）財務諸表　注記事項」に掲げるセグメントの区分と同

一であります。

（1）コンテンツ事業

　パチンコ・パチスロ遊技機における、タレント・アーティスト・アニメなどを使ったキャラクタービジネスの一

環として様々な商品の企画・製造・販売及び版権管理や契約仲介業務等を行っております。　

（2）アミューズメント事業

　パチンコ・パチスロ遊技機をアミューズメント施設用のメダルゲーム機に転用する業務等を行っております。　

（3）コンサルティング事業

　アミューズメント複合施設等の活用に関するコンサルティング業務を行っております。

 

[事業系統図]

　当社の事業系統図は次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

該当事項はありません。

　

５【従業員の状況】

（１）提出会社の状況

　 平成25年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

11（3） 41.6 6.05 6,505

　

セグメントの名称 従業員数（人）

コンテンツ事業 1 （1）

アミューズメント事業 2 （-）

コンサルティング事業 1 （-）

報告セグメント計 4 （1）

全社（共通） 7 （2）

合計 11 （3）

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者等（パートタイマー及び嘱託社員）は、年間の平均人員を（　）外

数で記載しております。

２．平均年間給与は、基準外賃金を含んでおります。

３．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門等に所属して

いるものであります。

　

（２）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

（１）業績

　当事業年度におけるわが国経済は、中国経済の減速、円高や欧州債務・金融問題等の影響で依然として先行き不透

明な状況が続いておりましたが、東日本大震災からの復興需要等や政権交代に対する期待感を背景に国内景気は穏

やかながら回復基調に向かいつつあります。

　当社が事業領域といたしますエンターテインメント・アミューズメント業界におきましては景気回復に期待が高

まるなかでも消費者の生活防衛意識や節約志向は依然根強く、一方ソーシャルネットワークゲームの急成長などに

よりアミューズメント施設からの客離れ傾向は改善されず顧客単価の低下、機器の高機能化による固定費の増加と

いうジレンマに直面し、利益率が低下するなかで、度重なる天候不順等も相まって当社及び当社の主要取引先であ

るアミューズメント施設、特に中小の施設にとっては非常に厳しい経営環境となっております。

　このような経済情勢のなかで、当社は継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、営業

損失及び営業キャッシュ・フローのマイナスの状況は改善には至らず依然として厳しい状況が続いております。こ

の状況の早期打破を目標に収益を継続して創出できる体制を確立すべく事業構造の変革に注力し、諸施策を実施し

ておりますが、当該状況からの解消には至りませんでした。

これらの厳しい状況から、当事業年度の業績は、売上高1,391百万円（前年同期比20.4％減）、営業損失220百万円

（前年同期267百万円の営業損失）、経常損失220百万円（前年同期261百万円の経常損失）となりました。また本社

賃料値下げ等契約見直しによる事務所家賃戻入額18百万円の特別利益計上があった一方で、コンテンツ事業におけ

るシステム開発費用等について将来の回収可能性を再検討した結果、66百万円の減損損失計上に至り当期純損失

267百万円（前年同期267百万円の当期純損失）と当初予想を大幅に下回る厳しい結果となりました。

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

① コンテンツ事業

　コンテンツ事業につきましては、当社の得意分野である版権仲介ビジネスの一環である映像コンテンツの企画及

び制作等の周辺事業においては順調に推移いたしましたが、新規事業構築のための検証費用として販売費及び一般

管理費の増加やシステム開発費用等について将来の回収可能性を再検討した結果、減損損失計上に至りました。現

在、当事業本部の主力事業である版権仲介ビジネスの周辺事業につきましてもクライアントから受注する規模・収

益率は低下してきており、事業の収益構造の見直しが急務であると認識しております。

以上の結果、売上高は348百万円（前年同期比22.0％減）、セグメント損失は38百万円（前年同期19百万円のセグ

メント利益）となりました。 

② アミューズメント事業

アミューズメント事業につきましては、パチンコ・パチスロ遊技機のアミューズメント施設用メダルゲーム機へ

の転用事業並びに当社オリジナル筐体の販売・レンタル事業を中心に営業活動を展開し、外注費等のコスト削減に

ついても注力した結果、前事業年度におけるセグメント損失から利益へ業績を回復させることができました。しか

しながら、新規事業の構築については相当の時間を要しておりますものの軌道に乗せることが出来ず、翌期に課題

を残す結果となりました。

以上の結果、売上高は1,025百万円（前年同期比20.5％減）、セグメント利益は44百万円（前年同期7百万円のセ

グメント損失）となりました。 

③ コンサルティング事業

　コンサルティング事業につきましては、アミューズメント施設に対するコンサルティングフィーの獲得に留まり、

過去数年に渡り新規事業の構築に注力いたしましたものの未だ事業化には至らない結果となっております。この現

状をふまえ多角的に事業の将来性を検討した結果、当事業年度をもってコンサルティング事業を廃止することとい

たしました。

　以上の結果、売上高は18百万円（前年同期比43.6％増）、セグメント損失は39百万円（前年同期89百万円のセグメ

ント損失）となりました。 

　なお、上記の金額には総務部門等管理部門に係る配賦不能営業費用は含んでおりません。　
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（２）キャッシュ・フロー

　当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ449百万円減少し、当事

業年度末には389百万円となりました。

　当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は398百万円（前年同期は8百万円の獲得）となりました。これは主に税引前当期純

損失の計上（266百万円）、売上債権の増加（111百万円）、仕入債務の減少（76百万円）等の減少要因によるもの

であります。なお、前事業年度末は金融機関の休業日で、かつ一部取引先の仕入債務決済が翌期初旬にあったため仕

入債務等の支払283百万円を当期初旬に行っていることにより、前事業年度の実質的な営業活動によるキャッシュ

・フローは275百万円のマイナスとなります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は51百万円（前年同期は43百万円の使用）となりました。これは主に無形固定資産

の取得による支出（26百万円）、敷金及び保証金の差入による支出（28百万円）によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は0百万円（前年同期は0百万円の使用）となりました。これは自己株式の取得によ

る支出（0百万円）によるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

（1）商品仕入実績

当事業年度の仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当事業年度

（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

前年同期比（％）

コンテンツ事業　　　　　　（千円） 282,092 99.2

アミューズメント事業　　　（千円） 894,129 77.8

コンサルティング事業　　　（千円） 4,732 －

　合　　計　　　（千円） 1,180,954 82.4

　（注）１．金額は仕入価格で表示しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．前事業年度において、コンサルティング事業における商品仕入実績はありませんでしたので、前年同期比は

記載しておりません。

４．セングメント間の取引はありません。

　

（2）販売実績

　　当事業年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当事業年度

（自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日）

前年同期比（％）

コンテンツ事業　　　　　　（千円） 348,038 78.0

アミューズメント事業　　　（千円） 1,025,420 79.5

コンサルティング事業　　　（千円） 18,055 143.6

　合　　計　　　（千円） 1,391,513 79.6

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　　　　２．セグメント間の取引はありません。

３．最近２事業年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであ

ります。

相手先

前事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日） 

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

株式会社　東プロ 955,140 54.6 827,048 59.4

株式会社　ＳＡＮＫＹＯ 138,820 7.9 150,400 10.8

株式会社　三共プランニング 140,930 8.1 5,206 0.4

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

　今後の日本経済の見通しといたしましては、個人や企業の景況感は改善傾向がみられるものの、期待が先行している

状況であり実体経済に反映されるまでにはまだ時間を要するものと考えております。

　当社の主力事業であるエンターテインメント・アミューズメント業界は、特に一般個人の消費動向に大きな影響を

受け、災害からの防衛意識や増税への懸念などからお客様の遊びに対する投資金額の低迷、これらに加えスマート

フォンなど新しい端末の台頭によりゲーム機やソフトを購入しないで遊ぶことが可能なＳＮＳゲーム（ソーシャル

ネットワーキング上で提供されインターネットを介してプレイするゲーム）への遊びのシフトによる客離れなどの

影響は大きく、予定どおりの収益を確保することができず当社の業績も低迷しております。　

　このような状況のなかで当社は、過去４事業年度連続して営業損失の発生及び実質的な営業キャッシュ・フローの

マイナスの状態が継続しており、当事業年度におきましても、220,842千円の営業損失及び398,183千円の営業キャッ

シュ・フローのマイナスとなりました。これらにより、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状

況が存在しております。　

　このような状況を踏まえ当社は、当該状況を解消し一刻も早く業績を回復させるべく以下の対応策を実施してまい

ります。

①継続企業の前提の注記の早期解消

　事業計画の見直しを図るとともに以下の諸施策を実践してまいります。

　1)事業構造の見直しと新規事業の早期実現

　2)財務体質の改善

　3)販売費及び一般管理費の削減　

　4)経営方針の明確化と経営資源の最適化

　これら諸施策を実施することで早期に営業利益・経常利益・当期純利益を計上できる体制を構築し、営業キャッ

シュ・フローの改善に注力してまいります。

②継続性のある事業の構築　

　当社は従来、大型の契約によって事業年度の収益全体を賄うという事業体制を容認してまいりました。この体制では

契約締結がなされた場合は会社に大きな売上・収益をもたらしますが、契約締結が諸般の状況等によりなされなかっ

た場合には当初の事業計画に対して大きな乖離を発生させる要因でもありました。また得意先の事業計画・販売計画

の動向により大きく当社の収益に影響及ぼす事業構造でありました。この状況を踏まえ安定的・恒常的に収益が獲得

できる当社が主体となるべく事業スキームの構築が当社にとっての早急の課題であります。

③経営計画策定に当たっての予算精度向上　

　当社は予算管理の精度が低くそれが継続企業の前提の注記の解消の足かせの一因となっているとの認識です。売上

については自社主導での収益構造構築、経費面においては計画と乖離した場合の原因究明の徹底を図ることにより予

算管理の精度向上により限られた資源を計画的に集中的に活用し会社の業績向上を目指してまいります。
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４【事業等のリスク】

　当社の経営成積、株価及び財政状態等に重大な影響を及ぼす可能性のあるリスクには、以下のようなものがありま

す。

　なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

① 販売先の集中について

　当社の売上高において従来より占有率の高い版権仲介事業及びその周辺ビジネスの販売先として大手遊技機メー

カーである㈱ＳＡＮＫＹＯを中心として取引を行っており、当事業年度における同社及び同社グループ企業である

㈱三共プランニングへの販売額は当社全売上金額の11.2%を占めており、またアミューズメント施設用メダルゲーム

機への転用事業においては㈱東プロを中心に取引を行っており、当事業年度における同社への販売額は当社全売上

金額の59.4%を占めております。このため今後、同得意先の経営方針や仕入・販売政策に変更があった場合には、当社

の継続的な事業経営に重大な影響を与える可能性があります。

② 知的所有権について　

　当社が提供する商品又はサービス等に対して、肖像権、著作権及び商標権等の知的所有権の侵害を理由とする第三

者からの異議、訴訟等の提起がなされ、当社の帰責性が明らかとなった場合、当社の名誉を著しく低下させるばかり

ではなく、これらの第三者に対して多額の金員の支払い等の損害賠償責任が生じる可能性があります。これらの損害

の賠償責任を履行した場合、当社並びに当社の継続的な事業経営に重大な影響を与える可能性があります。 

③ 個人情報保護の管理について

　当社は、多数のお客様の個人情報を保有しております。これらの情報の管理に関しては、情報管理に関するポリシー

や、責任者を設置しその管理を徹底する他、適正な事務手続等の策定をしており、一般従業員を含む役職員等に対す

る教育、研修を実施し、個人情報の重要性、取扱う際の心構え等細心の注意をするよう指導をしております。しかしな

がら、これらの対策にも係らず、個人情報が外部に流出、漏洩した場合には、当社の事業経営に少なからず影響を与え

る可能性があります。

④ 組織人員体制について

　当社は、少数精鋭による組織体制とするため、社内業務を従業員を含め役員についても個々に分業・専従化制を

執っており専門職として職務に従事させるなど事務の効率化を図っております。これらの状況下において、売上高に

影響を及ぼす優良な取引先を抱える役員及び営業部員に不測の事態が生じた場合、取引先との業務に著しく支障を

来たし商品の受発注に齟齬が来たす恐れがある他、遅延損害金の請求や契約破棄等の取引停止へと発展することも

想定され、当社の事業経営に重大な影響を与える可能性があります。

⑤ その他法的規制について

　当社は、事業活動を行ううえで、会社法、金融商品取引法等の会社経営に係る法令諸規則等の適用を受けておりま

す。

　当社は、これら法令、諸規制等を遵守されるよう、全社的なコンプライアンスの徹底指導を実施しておりますが、こ

れら法令、諸規制の遵守がなされなかった場合、当社の活動が制限され、当社の事業経営に少なからず影響を与える

可能性があります。　

⑥ 継続企業の前提に関する重要事象等について

　当社は、過去４事業年度連続して営業損失の発生及び実質的な営業キャッシュ・フローのマイナスの状態が継続し

ており、当事業年度におきましても、220,842千円の営業損失及び398,183千円の営業キャッシュ・フローのマイナス

となっております。また当面は運転資金を手元キャッシュ・フローにて賄わなければならない状況にあります。

　これらにより、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。

　当社は、当該状況を改善すべく、「第２　事業の状況　７　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」に記載のとおり、具体的な諸施策を実施し、安定した収益構造の確立と財務体質の改善に向けて努めておりま

す。しかしながら、これらの対応策は実施途上であるため、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認

められます。
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５【経営上の重要な契約等】

転用及び販売における独占許諾契約

当社は、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（以下、「風営法」という。）第２条第１項第７号

に規定される営業（以下、「７号営業」という。）用のパチンコ遊技機・パチスロ遊技機の風営法同条同項第８号

に規定される営業（以下、「8号営業」という。）用に転用し販売することを目的に、パチンコ遊技機・パチスロ遊

技機のメーカーである株式会社ＳＡＮＫＹＯと転用及び販売における独占許諾契約を締結しております。　

　ア． 契約の名称

契約書

　イ． 契約の本旨

　株式会社ＳＡＮＫＹＯ（甲）は、当社（乙）に対し、乙が甲から購入した７号営業用パチンコ機・パチスロ

機について、乙が8号営業用に改造し、販売することを独占的に許諾する。

　ウ． 証紙

　乙は、改造後販売するパチンコ機・パチスロ機に甲が発行する証紙を貼付しなければならない。

　エ． 契約期間

　契約の有効期間は平成24年９月20日から平成25年９月19日までとする。

　

６【研究開発活動】

該当事項はありません。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　　文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

　

（１）重要な会計方針及び見積り

当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づいて作成されています。こ

の財務諸表の作成にあたりまして、必要と思われる見積りは合理的な基準に基づいて実施しております。

 

（２）財政状態の分析

資産、負債及び純資産の状況

（流動資産）

　当事業年度末における流動資産の残高は、506百万円（前事業年度末は975百万円）となり468百万円減少いたしま

した。この主な要因は、現金及び預金の減少（839百万円から389百万円へ449百万円減）によるものであります。

（固定資産）

　当事業年度末における固定資産の残高は、145百万円（前事業年度末は169百万円）となり23百万円減少いたしま

した。この主な要因は、ソフトウェア仮勘定の減少（50百万円から10百万円へ39百万円減）によるものであります。

（流動負債）

　当事業年度末における流動負債の残高は、322百万円（前事業年度末は570百万円）となり248百万円減少いたしま

した。この主な要因は、買掛金の減少（411百万円から280百万円へ130百万円減）、前受金の減少（76百万円から0百

万円へ76百万円減）によるものであります。

（固定負債）

　当事業年度末における固定負債の残高は、87百万円（前事業年度末は63百万円）となり24百万円増加いたしまし

た。この主な要因は、長期預り保証金の増加（46百万円から69百万円へ22百万円増）によるものであります。

（純資産）

　当事業年度末における純資産の残高は、242百万円（前事業年度末は510百万円）となり267百万円減少いたしまし

た。これは、当期純損失267百万円の計上による利益剰余金の減少（△4,292百万円から△4,560百万円へ267百万円

減）によるものであります。

　この結果、自己資本比率は37.2％（前事業年度は44.6％）となりました。

 

（３）キャッシュ・フローの分析

「１.業績等の概要（2）キャッシュ・フロー」を参照願います。

　

（４）経営成績の分析

「１.業績等の概要（1）業績」を参照願います。

　

（５）継続企業等の前提に関する重要事象等についての対応策

　「第２　事業の状況　４　事業等のリスク　⑥継続企業の前提に関する重要事象等について」に記載のとおり、当社

には継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 

　当社は、当該状況を解消すべく以下の対応策を実施してまいります。

１．事業構造の見直しと新規事業の早期実現

　当社の現状を打開するため事業構造の見直しと新規事業構築に着手中であり、限られた資金を有効に活用するた

め選択と集中を明確にしたうえで市場ニーズ等勘案のうえ継続的に収益確保が可能な事業構造の早期実現化を

図ってまいります。

　まず既存事業を強化し安定的な売上高確保とともに収益率の改善を図ることにより会社の業績向上につながる諸

施策を構築し、インターネットを活用したビジネスにおいて一般ユーザー向けに継続的に収益が見込まれるビジネ

ススキームを模索・検討してまいります。

　また、限られた資源を成長性と収益性の両面から慎重に検討し具体化させていく所存であります。
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２．財務体質の改善

　当社の当事業年度末の現預金残高は389,491千円であり前事業年度末の実質的な現預金残高555,485千円（事業年

度末が金融機関の休業日でかつ当期初に行った一部取引先への仕入債務支払額を加味した残高）と比較して

165,994千円減少しています。

財務体質の脆弱さにより継続企業の前提に疑義を生じさせる状況となったことに鑑み、安定的な会社経営構築に

向けて資金計画に対する管理を徹底し、バランスシートの健全化を図り、新規事業、構造改革に必要な資金調達につ

いて検討・交渉してまいります。

３．販売費及び一般管理費削減の徹底

　当事業年度においては事務所家賃の減額や委託報酬の見直しなど主に固定費削減に注力した結果、前事業年度と

比較して153,067千円削減（26.2％減）効果がありました。販売費及び一般管理費の売上高に占める割合は31.0％

となり、目標である30％以下まで引き続きコスト削減を徹底し収益性の改善を図ってまいります。

４．経営方針の明確化と経営資源の最適化

　当社の会議体である経営会議、取締役会を継続企業の前提の解消に向けての施策・試案・進捗状況の確認等の横

断的な議論・判断の場とすべく運営しております。

　このような会議体において採算性を重視した経営方針による経営効率化を推進中であり、経営陣と従業員が目的

意識の共有化を図るとともに経営の客観性及び透明性の向上を図ってまいります。

　また現在の当社の状況を鑑み、経営資源の効率化と最適化を図るべく既存組織の見直し等も行ってまいります。　　

　しかしながら、これらの対応策は実施途中であるため、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

　なお、財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を財務諸表

に反映しておりません。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当事業年度において28,318千円の設備投資を行いました。アミューズメント事業につきましてはレンタル事業用資

産（たな卸資産からの振替）1,008千円、コンテンツ事業につきましてはウェブサイト運営権の取得として16,000千

円、また事業拡大に向けての開発投資としてソフトウェア仮勘定10,500千円、その他パソコン等購入810千円の設備投

資を行いました。

　また、当事業年度において、減損損失66,000千円を計上しております。減損損失の内容につきましては、「第５経理の

状況　１財務諸表等　（1）財務諸表　注記事項（損益計算書関係）※４減損損失」に記載のとおりであります。

　なお、当事業年度において重要な設備の除却、売却等はありません。　

　

２【主要な設備の状況】
 平成25年３月31日現在

事業所名

（所在地）
セグメントの名称 設備の内容

帳簿価額

従業員数

（人）
建物

（千円）

工具、器具

及び備品

（千円）

貸与資産

（千円）

ソフトウェア

仮勘定　

（千円）

合計

（千円）

本社

（東京都港区）

コンテンツ事業　

アミューズメント事業

　

コンサルティング事業

　

管理部門

情報システム投

資、統括業務設備

及びレンタル事

業用資産

26,327 4,688 807 10,500 42,323 11

(注）１．金額には消費税等を含めておりません。

２．上記の事業所は賃借設備であります。

３．従業員数に臨時従業員は含んでおりません。

　

３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設

　事業に重要な影響を及ぼす設備の新設計画はありません。

　

(2）重要な設備の除却、売却

　当事業年度において重要な設備の除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

 ①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 71,000,000

計 71,000,000

 ②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成25年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年６月28日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 38,363,220 38,363,220

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

  単元株式数

  1,000株

計 38,363,220 38,363,220 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

　　該当事項はありません。　　　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高
（千円）

平成19年６月30日 

 （注）
86,36338,363,2204,7492,910,9164,7501,961,297

　　（注）　転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の行使による増加
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（６）【所有者別状況】

 平成25年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満株

式の状況

（株）

政府及び

地方公共

団体

金融機関
金融商品

取引業者

その他の

法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 1 16 27 4 6 2,052 2,106 －

所有株式数（単元） － 859 1,941 5,191 69 66 30,17038,296 67,220

所有株式数の割合

（％）
－ 2.24 5.07 13.56 0.18 0.17 78.78 100.00 －

（注）自己株式127,544株は「個人その他」に127単元及び「単元未満株式の状況」に544株を含めて記載しておりま

す。

　

（７）【大株主の状況】

 平成25年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

柳田　康友 東京都渋谷区 6,478 16.88

馬　靖涛 東京都港区 2,906 7.57

株式会社モアプランニング 埼玉県戸田市新曽98番地２号 1,475 3.84

楽園堂株式会社 東京都世田谷区下馬５丁目41番３号 900 2.34

大阪証券金融株式会社 大阪府大阪市中央区北浜２丁目４番６号 859 2.23

ブイ・シー管理株式会社 埼玉県戸田市上戸田５丁目19番７号 823 2.14

叶屋　博基 東京都品川区 642 1.67

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 638 1.66

達山　隆志 東京都港区 582 1.51

楽天証券株式会社 東京都品川区東品川４丁目12番３号　 489 1.27

計 － 15,792 41.16

（注）前事業年度末において主要株主であった馬亜萍氏は、当事業年度末現在では主要株主ではなくなりました。　
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（８）【議決権の状況】

　①【発行済株式】

 平成25年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 127,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 38,169,000 38,169 －

単元未満株式 普通株式 67,220 － －

発行済株式総数 38,363,220 － －

総株主の議決権 － 38,169 －

　

　②【自己株式等】

 平成25年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社コモンウェルス・

エンターテインメント

東京都港区麻布十番

１－10－10
127,000 － 127,000 0.33

計 － 127,000 － 127,000 0.33

　

（９）【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。　
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 900 19,800

当期間における取得自己株式 － －

（注）　当期間における取得自己株式には、平成25年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取りによる株式は含まれておりません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 127,544 － 127,544 －

（注）　当期間における保有自己株式数には、平成25年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式

の買取りによる株式は含まれておりません。

 

３【配当政策】

　当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題の一つと位置付けしたうえで、財務体質の強化と積極的な

事業展開に必要な内部留保の充実を勘案し、安定した配当政策を実施することを基本方針としております。

　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、これらの剰余金の配当の決

定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

　今後も、中長期的な視点に立って、成長が見込まれる事業分野に経営資源を投入することにより継続的な成長と企業

価値の向上並びに株主価値の増大に努めてまいります。

　当社は「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めて

おります。

　なお、当事業年度にかかる剰余金の配当につきましては、繰越損失の解消に至らないため、誠に遺憾ながら見送らせ

ていただきます。
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４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第32期 第33期 第34期 第35期 第36期
決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月

最高（円） 138 59 52 41 55

最低（円） 17 22 18 24 17

（注）　最高・最低株価は、平成22年４月１日より大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱにおけるものであり、平成22年10月12

日より大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。それ以前はジャスダック証

券取引所におけるものであります。

　

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成24年10月平成24年11月平成24年12月平成25年１月 平成25年２月 平成25年３月

最高（円） 22 21 20 31 55 43

最低（円） 19 18 17 19 27 28

（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（株）

代表取締役

社長
　 柳田　隆仁 昭和47年10月８日生

平成11年12月 東京コナミ株式会社入社

平成12年９月 北関東コナミ株式会社マネージャー

平成14年２月 当社入社

平成14年４月 当社部長

平成15年10月 当社事業本部長

平成19年６月 当社取締役コンサルティング事業本

部長

平成23年６月 当社取締役副社長

平成24年６月 当社代表取締役社長（現任）

(注)２ 5,000

取締役
コンテンツ

事業本部長
尾崎　健一 昭和47年２月19日生

平成７年４月 兼松株式会社入社

平成12年５月 株式会社ジャパンアミューズメント

エージェンシー入社

平成14年６月 株式会社ジャパンアミューズメント

エージェンシー取締役営業第１部長

平成15年６月 当社取締役

平成16年11月 当社執行役員

平成17年６月 当社取締役

平成20年６月 当社常務取締役

平成21年６月 当社取締役コンテンツ事業本部長

平成23年６月 当社取締役コンテンツ事業本部長兼

コンサルティング事業本部長

平成24年６月 当社取締役コンテンツ事業本部長

（現任）

(注)２ 4,072

取締役 　 塚田　英智 昭和39年11月21日生

昭和63年４月 フィルコ株式会社入社

平成12年９月 株式会社ジャパンアミューズメント

エージェンシー営業管理部長

平成15年４月 当社業務本部長

平成16年４月 当社管理本部長

平成17年６月 当社取締役

平成20年６月 当社専務取締役

平成21年６月 当社取締役社長室長 

平成22年５月 当社代表取締役社長

平成24年６月 当社取締役社長室長

平成25年６月 当社取締役（現任）

(注)２ 4,000

監査役 常勤 粂川　勲 昭和22年２月23日生

昭和43年４月 日本電信電話公社（現東日本電信電

話株式会社）入社

平成元年４月 株式会社アイビー化粧品入社

平成16年12月 当社入社総務部長

平成20年４月 当社内部監査室長

平成25年６月 当社常勤監査役（現任）

(注)３ 24,000

監査役 　 長田　浩司 昭和28年12月１日生

昭和52年４月 株式会社富士通ゼネラル入社

昭和59年10月 監査法人トーマツ入社（現：有限責

任監査法人トーマツ）

平成３年９月 公認会計士事務所開業

平成15年６月 当社監査役（現任）

(注)４ －

監査役 　 辻角　智之 昭和53年８月12日生

平成19年９月 みらい総合法律事務所入所

平成23年10月 みらい総合法律事務所パートナー弁

護士就任

平成24年４月 財団法人日本相撲協会ドーピング防

止委員会、アンチドーピング裁定委員

会委員就任

平成25年６月 当社監査役（現任）

(注)５ －

　 　 　 　 計 　 37,072

（注）１．監査役長田浩司及び辻角智之は、社外監査役であります。

２．平成25年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

３．平成25年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

４．平成23年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

５．平成25年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

　　　１．企業統治の体制

・企業統治の体制の概要

当社の企業統治の体制は、取締役会については３名の取締役によって構成されており、毎月１回の定例取締役会

のほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し事業推進の迅速化と円滑化を図っております。また、当社は監査役会設

置会社であり、監査役会は３名の監査役で構成されうち１名が常勤監査役、２名が社外監査役とする体制を採って

おります。

当社は、法令及び定款に定める事項を含め業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の社内業務全般に亘る施策事

項を実行するに際し、株主総会、取締役会、経営会議、稟議書及び申請書等の内のいずれかの方法で承認又は実施許

可を得なければならないことを明確にするとともに各会議体や稟議書、各種の申請書等での権限を及ぼすことがで

きる施策の範囲や職制、部署ごとの権限の所掌範囲ならびに業務所掌範囲等を諸規程に定め、業務執行における責

任と権限を明確にし、それぞれの職務領域においての牽制を高めることで内部統制が適正に行われるようにしてお

ります。

取締役会は、社内規程及び会社法等に定める事項の他、取締役会規程に定める重要事項の全てを決定するととも

に、経営施策事項の進捗状況及び実施結果の報告や経営上重要なあらゆる問題点の提起を受け、その問題点に対す

る改善策を決定する場としても機能しております。取締役会には、監査役が必ず出席することとし監査役には随時

自由に意見を述べる機会を保証して監査役の独立性を担保しております。また当社は、取締役会における意思決定

の効率化と適正化向上を推進することを目的として経営課題の実務的な協議の場として取締役、監査役、内部監査

室担当者で構成する「経営会議」を設置いたしております。「経営会議」は、必要的に毎月２回以上開催すること

とし、取締役会において経営意思の決定が適正且つ迅速に行われる機関として機能させるために、取締役会に上程

し決議すべき議案については、必ず経営会議の審議を経ることとしております。

当社は、適正な企業統治、企業の社会的責任の追求及び事業リスクを回避する見地から、社外の第三者からの助

言、指導は非常に有効であると認識し、弁護士、会計士、税理士、社会保険労務士、司法書士等各種専門家の方々と顧

問またはコンサルティング契約を締結するなど、高度な事業経営から日常業務に至るまで、法律、会計、税務、労務問

題等について助言、指導を受け、事業経営の健全性・透明性の推進及び不測の事態に対応可能な体制を整えており

ます。

・企業統治の体制を採用する理由

当社は、監査役会設置会社であり、監査役３名のうち２名を社外監査役とする体制をとっており、当社の売上高及

び従業員数や組織体制等の経営規模を勘案すれば、経営の監視機能の面では充分に機能する体制が整っているもの

と考えております。

・内部統制システムの整備の状況

 当社は、当社の内部統制システムの構築において、代表取締役が遵守すべき基本方針を明らかにするとともに、

業務の適正を確保するための体制の整備について、以下の内容を定めております。

　

①　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

当社は、取締役を含む当社に属する者の全ては、法律と秩序を守り常に社会人としての倫理・規範意識の向上を

図り、社内規程・規則の遵守を推進すべくコーポレート・ガバナンス行動基準を定め、これらコンプライアンス体

制の監視・検証を行う機関として「コンプライアンス推進室」を設置して法令あるいは定款の違反を未然に防ぐ

体制としております。

当社は、社内の不祥事、不正及び事故等について法令、就業規則等の社内規程及びコーポレート・ガバナンス行動

基準通則に定める倫理規範に照らし違反若しくは違反する恐れを発見した場合の通報、事務処理及び通報者の人事

上の取扱いを定めた内部通報制度（コンプライアンス・ホットライン）を制定し、コンプライアンス推進室は匿名

性の保証のもとに外部法律事務所と連携してこの対応にあたるものとしております。当社の内部通報制度は、役員

・社員の不正等を通報によって摘発することを主目的とするものではなく、適正事務処理の推進、社会人としての

倫理の向上及び不正等の抑止力とすることで、事業経営の健全化を推進することを第一の目的としています。

またコンプライアンス推進室が、取締役の法令・定款違反を確認したときは、監査役会及び取締役会への報告を

要するものとしておりガバナンス体制の強化を図っております。

更に当社は、健全な会社経営のため、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対して毅然とした態

度で臨み、同勢力からの不当要求には断固として拒絶することとしております。
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②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

当社は、取締役の職務執行の決定に係る情報の記録ついては、取締役会規程に従い議事録を作成し保管、管理する

ものとしており、その他の指示、命令、許可、承認、報告等を明らかにする全ての文書書類の作成及び保管管理は、文

書取扱規程の定めによることとしております。また、これらの文書は取締役、監査役、内部監査室担当者は常時閲覧

できるものとしております。

　

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社は、リスクマネジメント管理体制を整備し、リスクマネジメント担当者は各部門長と協議のうえリスクマネ

ジメント基本方針、推進体制を決定し、代表取締役社長に報告しなければならないものとしております。

事故、事件、火災、災害などの全社的リスク管理については、総務部が行い、総務部は代表取締役及び担当取締役と

の連携を定期的に行うこととしております。

　

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社の取締役会は、３名の取締役によって構成されており、毎月１回の定例取締役会のほか、必要に応じて臨時取

締役会を開催し意思決定の迅速化と円滑化を図っております。

取締役会は、社内規程及び会社法等に定める事項の他、経営に係わる重要事項の全てを決定すると共に、経営施策

事項等の進捗状況及び実施結果の報告や経営上に派生する重要なあらゆる問題点の提起を受け、その問題点に対す

る改善策を決定する場としても機能しており、経営意思の決定が迅速且つ適正に行うための機関として位置付けて

おります。

また、取締役会の機能をより強化し経営の効率化と適正化の向上を推進し、経営課題の実務的な審議を行う会議

体として取締役、監査役、内部監査室担当者を構成員とする「経営会議」を設置しております。「経営会議」は、毎

月２回以上開催し、取締役会決議の事前審議の場として機能させることで、取締役による経営の迅速且つ適正な意

思決定を図り、且つ相互牽制の向上に寄与する体制としております。

　

⑤　使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

当社は、限りない企業価値の創造と企業倫理の高揚を推進し、社会的責任を全うするための経営理念を「ＨＥＡ

ＲＴ＝心」としております。この「ＨＥＡＲＴ＝心」には「心から」「心をこめて」「信頼・信用を大切にする精

神」として、当社の思い、そして将来的な在るべき姿への思い、願いを込めております。この経営理念を達成するた

めの基本的な活動方針として「コーポレート・ガバナンス行動基準通則」を制定し、職務執行時の活動ガイドライ

ンとしており、コンプライアンス推進室はこの徹底を図るとともに日常業務の中心を為す使用人に対する社会倫理

の高揚を図り、法令、定款はもとより規範の遵守を推進する教育指導体制を執り、不正、不祥事発生防止と、企業モラ

ルの向上に積極的に取り組むこととしております。

　

⑥　当社ならびに親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

当社は現在、親会社及び子会社は存在しないため、該当事項はありません。

　

⑦　監査役がその職務を補佐すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

当社は、組織形態、組織総人員及び売上規模を勘案し、監査役の職務を補佐する使用人を配置しておりません。監

査役会又は監査役から監査役の補助業務のための監査役スタッフの求めがある場合は使用人を配置することとし

ており、その使用人の人選、異動時期及び期間等の人事については、取締役会と監査役会が協議して行うこととして

おります。

　

⑧　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に関する体制

監査役は、重要施策に対する意思の決定の過程、実施状況及び実施結果に対する妥当性、適正性及び公平性を把握

するため、取締役会、経営会議、内部統制委員会などの重要な会議へ出席すると共に稟議書及び各種申請書類等の職

務執行上重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役又は使用人に質問、説明を求めることができることとしていま

す。

監査役は会計監査人から監査方針、監査重点項目、監査スケジュール等について事前に提示を受けるほか途中経

過報告や指摘事項、要改善事項等の結果報告を受け、対処等についての協議を行っております。一方、監査役は内部

監査室が実施する社内監査については、内部監査の実施計画、監査の実施、監査結果の内容検討及び改善事項の処理

の確認等についての相互確認を行いながら共同して内部監査を実行することとしております。

なお、監査役が実施する監査については、取締役の職務執行に係ることであることを勘案し、監査役監査規程に基

づいて独立して実施しております。
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⑨　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

当社は、監査役の監査の実効性を確保するため、監査役が代表取締役、取締役、内部監査室担当者、監査法人と定期

的に情報・意見を交換する機会の確保を保証しており、監査役は必要に応じていつでも、取締役及び使用人に対し

て報告を求めることができるものとしております。

・リスク管理体制の整備の状況

当社のリスク管理体制は、全社的リスク、部門的リスク共に代表取締役社長を統括責任者とし、全社的リスクは内

部統制委員会、部門的な事業上のリスクについては各事業本部長を責任者として職場の執務環境及び生活環境の向

上を図り、取引及び職場における安全性と事務の効率化ならびに円滑化を推進するため５Ｓ運動に取り組んでいく

こととしています。

また、全ての業務において「計画的に」、「権限と責任の所在を明らかにし」、「正確性を持って」、「適正な処

理を」、「円滑に」、そして「リスク監視機能の充実化」を推進するためＰＤＣＡサイクル活動を導入し、日々の業

務処理遂行時における基本サイクルとして事務の効率化とリスクの回避を図ることとしております。

具体的なリスク対策につきましては、事業リスク、信用リスク、システムリスク及び情報リスク等の会社に起こり

得る各種リスクを管理統括する組織としては、内部統制委員会が中心となって、社内の全ての分掌事項について想

定されるリスクの洗い出しを実施し、リスク発生の予防保全ならびにリスク軽減対策を策定すると共に有事発生の

際における対策の策定、対処・処理についての支援・提言を行うこととしております。また、事故、事件、火災、災害

などの全社的リスク管理については、総務部が行い、総務部は代表取締役及び担当取締役との連携を定期的にとる

こととしております。

また、内部監査室は、代表取締役社長の直轄機関として監査役会と相互に連携して、内部監査規程ならびに監査役

監査規定に基づき部門毎にリスクマネジメントの状況等について定期的に実地監査を行うなど監視・指導体制を

とっております。なお、個々のリスクについては予防保全策及び軽減策の状況を検証し、内部統制委員会に報告する

こととしております。

　

　　　２．内部監査及び監査役監査の状況

当社の内部監査及び監査役監査の組織は、内部監査については内部監査室を設置し監査を行う体制としておりま

す。組織形態、組織総人員及び売上規模を勘案し、監査役の職務を補佐する使用人は配置しておりません。監査役会

又は監査役から監査役の補助業務のための監査役スタッフの求めがある場合は、必要に応じて使用人を配置するこ

ととしており、その使用人の人選、異動時期及び期間等の人事については、取締役会と監査役会が協議して行うこと

としております。

また、取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他監査役への報告に関する体制について、監査役

は、会社の重要施策に対する意思決定の過程、実施状況及び実施結果に対する妥当性、適正性及び公平性を把握、検

証するため、取締役会、経営会議、営業会議等の重要な会議に出席するとともに稟議書や各種申請書類等の重要書類

を閲覧し、謄写し、必要に応じて取締役及び使用人に質問、説明を求めることができるものとしております。

監査役と会計監査人との相互連携については、監査役は会計監査人から監査方針、重要監査項目、監査スケジュー

ル等について事前に提示を受けるほか、監査における途中経過報告や指摘事項、要改善事項等の結果の報告を受け、

監査役会において協議ができる体制をとっております。更に監査役は、内部監査室が実施する社内監査及び、内部統

制監査について内部監査の実施計画、監査の実施方法、監査結果の内容の報告を受け、内容事項の確認、改善事項の

検討について内部監査室と相互確認、相互協力が可能な体制をとっております。

なお、監査役が実施する監査については、取締役の職務執行に係る事項であることを勘案し、監査役監査規程に基

き独立した地位、ならびに独立して実行ができる体制を確立しております。

　さらに、監査役と取締役ならびに代表取締役は、相互の意思の疎通を図るため定期的に協議を行うとともに内部監

査室担当者、コンプライアンス推進室長とも定期的な打合せを実施し、内部監査の効率性に寄与する体制としてお

ります。

　なお、監査役の長田浩司氏は、公認会計士の資格を有し、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
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　　　３．社外取締役及び社外監査役

当社の社外監査役は２名であります。

社外監査役である長田浩司氏及び辻角智之氏の両名は、共に過去５年間に当社又は当社の特定関係事業者(会社

法施行規則第２条第３項第18号に規定)の業務執行者(同規則同条同項第６号に規定)となったことはなく、過去２

年間に合併、吸収分割、新設分割若しくは事業の譲受けにより当社が権利義務を承継した株式会社等において、当該

合併等の直前に業務執行者であったこともありません。

長田浩司氏及び辻角智之氏は、共に当社又は当社の特定関係事業者から多額の金銭その他の財産(監査役として

の報酬を除く)を受ける予定はなく、また過去２年間において受けていたこともなく、当社又は当社の特定関係事業

者の業務執行者の配偶者、三親等以内の親族その他これに準ずる者ではありません。

当社は、社外監査役を選任するための独立性に関する基準又は方針として明確に定めたものはありませんが、そ

の選任に際しては、経歴や当社との関係を踏まえて、当社経営陣から独立した立場で社外役員としての職務を遂行

できる十分な独立性が確保できることを個別に判断しております。

長田浩司氏及び辻角智之氏が社外監査役としての職務を適切に遂行することができると判断する理由につきま

しては、以下のとおりです。　

・長田浩司氏につきましては、多くの企業に対して経営、会計の指導に従事しており、これら過去の経験を活かして

当社の経営全般の監視を行い、当社の会計・財務報告の適正性のための有効な提言・助言を行っております。直接

会社経営に関与された経験はありませんが、公認会計士として会社財務・会計に精通しており、会社経営を統括す

る十分な見識を有していることから、当該経営に関与したことがなくても社外監査役としての職務を適切に遂行す

ることができるものと判断しております。なお、公認会計士長田浩司事務所の所長でありますが、当社と当該事務所

との間には特別な利害関係はなく、当社の一般株主との利益相反が生じるおそれはないと判断しております。

・辻角智之氏につきましては、弁護士としての専門知識・経験等会社経営を統括する十分な見識を有していること

から、これらを当社の監査体制の強化に活かしていただくため、社外監査役として選任しております。同氏は直接会

社経営に関与された経験はありませんが、上記の理由により社外監査役としての職務を適切に遂行することができ

るものと判断しております。なお、ダイヤ通商株式会社の社外監査役を兼務しておりますが、当社と当該他の法人等

との間には特別な利害関係はなく、当社の一般株主との利益相反が生じるおそれはないと判断しております。

社外監査役と常勤監査役、会計監査人、内部監査室担当者との相互連携については、社外監査役は監査役会に出席

するほか、常勤監査役から必要に応じて常勤監査役が会計監査人から報告を受けた監査方針、重要監査項目、監査ス

ケジュール等について事前に連絡を受けることとしており、監査における途中経過報告や指摘事項、要改善事項等

の結果についても監査役会において協議ができる体制をとっております。更に社外監査役は、内部監査室が実施す

る社内監査及び内部統制監査について内部監査の実施計画、監査の実施方法、監査結果の内容の報告を受け内容事

項の確認、改善事項の検討について内部監査室と相互確認、相互協力が可能な体制をとっており、独立した立場で改

善要求、意見を述べることができる体制を整えております。

以上のとおり、当社は社外取締役を選任しておりませんが、当社は経営の意思決定機能と業務執行を管理監督す

る機能を持つ取締役会に対し、監査役３名中の２名を社外監査役とすることで経営への監視機能を強化していま

す。コーポレート・ガバナンスにおいて、外部からの客観的、中立の経営監視の機能が重要と考えており、社外監査

役２名による監査が実施されることにより、外部からの経営監視機能が充分に機能する体制が整っているとの判断

から、現状の体制としております。
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４．役員報酬等

　①役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる
役員の員数
（人）

基本報酬
ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役

（社外取締役を除く。）
31,767 31,767 － － － 3

監査役

（社外監査役を除く。）
6,840 6,840 － － － 1

社外役員 7,110 7,110 － － － 2

　

　②使用人兼務役員の使用人分給与のうち重要なもの

　該当事項はありません。

　

　③役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

　当社は役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針は定めておりません。

　

５．会計監査人

　　当社は、会計監査人に監査法人ナカチを選任し、監査業務を委嘱しております。同監査法人には継続して会社法及び

金融商品取引法に基づき公正不偏の立場から監査業務が遂行できるよう環境を整えながら、監査を受けると共に、

公正かつ適切な経営情報並びに財務情報の提供に努めております。

　なお、当事業年度において、それぞれの会計監査業務を執行した公認会計士の氏名、会計監査業務に係わる補助者

等の構成は次のとおりです。

・業務を執行した公認会計士の氏名

代表社員　業務執行社員：安藤算浩　業務執行社員：髙村俊行

・監査業務に係わる補助者等の構成

公認会計士６名、会計士補１名

　

６．取締役の定数

　当社の取締役は５名以内とする旨定款に定めております。 

 

７．取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

 

８．株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の

議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。

これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とす

るものであります。

 

９．自己株式の取得

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得するこ

とができる旨定款に定めております。これは、経済情勢等の変化に対応した資本政策を機動的に遂行することを目

的とするものであります。

１０．中間配当の決定機関

当社は、会社法第454条第５項に定める中間配当の事項について、取締役会の決議によりおこなうことができる旨

定款に定めております。これは、中間配当を取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元をおこな

うことを目的とするものであります。 
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

前事業年度 当事業年度
監査証明業務に基づく報酬

（千円）
非監査業務に基づく報酬

（千円）
監査証明業務に基づく報酬

（千円）
非監査業務に基づく報酬

（千円）

 36,000 －  32,000 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

（前事業年度）　

該当事項はありません。

　

（当事業年度）　

該当事項はありません。

　

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前事業年度）　

該当事項はありません。

　

（当事業年度）　

該当事項はありません。

　

④【監査報酬の決定方針】

該当事項はありませんが、規模・特性・監査日数等を勘案したうえで決定しております。　
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第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について

　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づいて

作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度（平成24年４月１日から平成25年３月31日ま

で）の財務諸表について、監査法人ナカチによる監査を受けております。

　

３．連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。

 

４．財務諸表の適正性を確保するための特段の取組について

　当社は財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組を行っております。具体的には、会計基準等の内容を適切に

把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財務会計

基準機構へ加入し、会計基準設定主体等の行なう研修への参加を行なっております。
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１【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 839,095 389,491

売掛金 73,203 107,569

商品及び製品 3,749 2,713

前渡金 53,550 －

前払費用 1,870 6,229

その他 3,777 889

流動資産合計 975,246 506,892

固定資産

有形固定資産

建物 41,296 41,296

減価償却累計額 △10,099 △14,968

建物（純額） 31,196 26,327

工具、器具及び備品 21,399 21,246

減価償却累計額 △15,312 △16,557

工具、器具及び備品（純額） 6,086 4,688

貸与資産 28,446 27,774

減価償却累計額 △22,865 △25,196

減損損失累計額 △2,062 △1,770

貸与資産（純額） 3,517 807

有形固定資産合計 40,801 31,823

無形固定資産

商標権 55 11

ソフトウエア 670 486

ソフトウエア仮勘定 50,000 10,500

電話加入権 2,973 2,973

無形固定資産合計 53,700 13,971

投資その他の資産

出資金 352 186

長期貸付金 1,592,719 1,462,272

破産更生債権等 127,738 114,673

敷金及び保証金 524,537 549,841

長期未収入金 392,415 375,416

貸倒引当金 △2,562,873 △2,402,362

投資その他の資産合計 74,890 100,027

固定資産合計 169,392 145,822

資産合計 1,144,638 652,715
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(単位：千円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 411,137 280,961

未払金 35,538 16,129

未払費用 38,818 16,345

未払法人税等 5,963 6,253

前受金 76,770 115

預り金 2,643 2,604

流動負債合計 570,871 322,410

固定負債

長期預り保証金 46,726 69,386

退職給付引当金 16,020 17,860

その他 435 388

固定負債合計 63,182 87,635

負債合計 634,054 410,045

純資産の部

株主資本

資本金 2,910,916 2,910,916

資本剰余金

資本準備金 1,961,297 1,961,297

資本剰余金合計 1,961,297 1,961,297

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △4,292,192 △4,560,087

利益剰余金合計 △4,292,192 △4,560,087

自己株式 △69,437 △69,457

株主資本合計 510,584 242,669

純資産合計 510,584 242,669

負債純資産合計 1,144,638 652,715
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

売上高 1,748,785 1,391,513

売上原価

商品期首たな卸高 9,000 3,749

当期商品仕入高 1,433,366 1,180,954

合計 1,442,366 1,184,703

他勘定振替高 ※1
 7,300

※1
 1,163

商品期末たな卸高 3,749 2,713

商品売上原価 ※2
 1,431,317 1,180,827

売上総利益 317,467 210,686

販売費及び一般管理費

広告宣伝費 5,414 3,118

外注費 53,300 39,102

交際費 63,724 63,413

役員報酬 43,949 45,717

給料手当及び賞与 91,378 82,884

退職給付費用 5,067 3,528

法定福利費 17,912 17,512

旅費及び交通費 6,715 3,232

支払手数料 122,436 58,941

地代家賃 60,056 50,379

減価償却費 19,094 10,552

その他 95,545 53,146

販売費及び一般管理費合計 584,595 431,528

営業損失（△） △267,128 △220,842

営業外収益

貸倒引当金戻入額 2,308 310

受取利息 990 96

受取賃貸料 2,573 190

その他 230 4

営業外収益合計 6,103 601

営業外費用

為替差損 141 －

その他 2 0

営業外費用合計 144 0

経常損失（△） △261,169 △220,241

特別利益

事務所家賃戻入額 － 18,809

固定資産売却益 ※3
 651

※3
 820

特別利益合計 651 19,630

特別損失

減損損失 ※4
 2,062

※4
 66,000

特別退職金 3,689 －

その他 76 73

特別損失合計 5,827 66,073

税引前当期純損失（△） △266,346 △266,685

法人税、住民税及び事業税 1,210 1,210

法人税等合計 1,210 1,210

当期純損失（△） △267,556 △267,895
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 2,910,916 2,910,916

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,910,916 2,910,916

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 1,961,297 1,961,297

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,961,297 1,961,297

資本剰余金合計

当期首残高 1,961,297 1,961,297

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,961,297 1,961,297

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 △4,024,636 △4,292,192

当期変動額

当期純損失（△） △267,556 △267,895

当期変動額合計 △267,556 △267,895

当期末残高 △4,292,192 △4,560,087

利益剰余金合計

当期首残高 △4,024,636 △4,292,192

当期変動額

当期純損失（△） △267,556 △267,895

当期変動額合計 △267,556 △267,895

当期末残高 △4,292,192 △4,560,087

自己株式

当期首残高 △69,392 △69,437

当期変動額

自己株式の取得 △44 △19

当期変動額合計 △44 △19

当期末残高 △69,437 △69,457

株主資本合計

当期首残高 778,185 510,584

当期変動額

当期純損失（△） △267,556 △267,895

自己株式の取得 △44 △19

当期変動額合計 △267,600 △267,914

当期末残高 510,584 242,669
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

純資産合計

当期首残高 778,185 510,584

当期変動額

当期純損失（△） △267,556 △267,895

自己株式の取得 △44 △19

当期変動額合計 △267,600 △267,914

当期末残高 510,584 242,669
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④【キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純損失（△） △266,346 △266,685

減価償却費 19,094 10,552

減損損失 2,062 66,000

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,308 △310

有形固定資産売却損益（△は益） △651 △820

特別退職金 3,689 －

売上債権の増減額（△は増加） 510,015 △111,021

その他の流動資産の増減額（△は増加） 27,502 △1,460

仕入債務の増減額（△は減少） △307,140 △76,626

その他の流動負債の増減額（△は減少） 31,025 △41,828

預り保証金の増減額（△は減少） 1,569 22,660

その他 △6,479 2,472

小計 12,034 △397,068

利息及び配当金の受取額 990 94

法人税等の支払額 △1,210 △1,210

特別退職金の支払額 △3,689 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 8,125 △398,183

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,143 △620

有形固定資産の売却による収入 690 1,220

無形固定資産の取得による支出 △50,000 △26,500

貸付けによる支出 △200,000 －

貸付金の回収による収入 208,120 310

敷金及び保証金の差入による支出 △6,369 △28,810

敷金及び保証金の回収による収入 5,230 3,000

その他 1 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △43,471 △51,400

財務活動によるキャッシュ・フロー

その他 △44 △19

財務活動によるキャッシュ・フロー △44 △19

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △35,390 △449,604

現金及び現金同等物の期首残高 874,486 839,095

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 839,095

※1
 389,491
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

　当社は、過去４事業年度連続して営業損失の発生及び実質的な営業キャッシュ・フローのマイナスの状態が継続し

ており、当事業年度におきましても、220,842千円の営業損失及び398,183千円の営業キャッシュ・フローのマイナス

となっております。また当面は運転資金を手元キャッシュ・フローにて賄わなければならない状況にあります。

　これらにより、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。

　当社は、当該状況を解消すべく以下の対応策を実施してまいります。

　

１．事業構造の見直しと新規事業の早期実現

　当社の現状を打開するため事業構造の見直しと新規事業構築に着手中であり、限られた資金を有効に活用するため

選択と集中を明確にしたうえで市場ニーズ等勘案のうえ継続的に収益確保が可能な事業構造の早期実現化を図って

まいります。

　まず既存事業を強化し安定的な売上高確保とともに収益率の改善を図ることにより会社の業績向上につながる諸施

策を構築し、インターネットを活用したビジネスにおいて一般ユーザー向けに継続的に収益が見込まれるビジネスス

キームを模索・検討してまいります。

　また、限られた資源を成長性と収益性の両面から慎重に検討し具体化させていく所存であります。

２．財務体質の改善

　当社の当事業年度末の現預金残高は389,491千円であり前事業年度末の実質的な現預金残高555,485千円（事業年度

末が金融機関の休業日でかつ当期初に行った一部取引先への仕入債務支払額を加味した残高）と比較して165,994千

円減少しています。

財務体質の脆弱さにより継続企業の前提に疑義を生じさせる状況となったことに鑑み、安定的な会社経営構築に向

けて資金計画に対する管理を徹底し、バランスシートの健全化を図り、新規事業、構造改革に必要な資金調達について

検討・交渉してまいります。

３．販売費及び一般管理費削減の徹底

　当事業年度においては事務所家賃の減額や委託報酬の見直しなど主に固定費削減に注力した結果、前事業年度と比

較して153,067千円削減（26.2％減）効果がありました。販売費及び一般管理費の売上高に占める割合は31.0％とな

り、目標である30％以下まで引き続きコスト削減を徹底し収益性の改善を図ってまいります。

４．経営方針の明確化と経営資源の最適化

　当社の会議体である経営会議、取締役会を継続企業の前提の解消に向けての施策・試案・進捗状況の確認等の横断

的な議論・判断の場とすべく運営しております。

　このような会議体において採算性を重視した経営方針による経営効率化を推進中であり、経営陣と従業員が目的意

識の共有化を図るとともに経営の客観性及び透明性の向上を図ってまいります。

　また現在の当社の状況を鑑み、経営資源の効率化と最適化を図るべく既存組織の見直し等も行ってまいります。

　　

　しかしながら、これらの対応策は実施途中であるため、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

　なお、財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を財務諸表に

反映しておりません。
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（重要な会計方針）

１．たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品

　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しており

ます。

　

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　６～15年

工具、器具及び備品　　６～８年

貸与資産　　　　　　　　　３年

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

ソフトウエア

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）による定額法を採用しておりま

す。

(3）リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

　

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務（自己都合退職による期末要支給額）を計上して

おります。

　

４．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ケ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

　

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

　

（会計方針の変更）

（減価償却方法の変更）

当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産について、改正後

の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。なお、この変更による当事業年度の損益に与える影響は軽微

であります。
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（表示方法の変更）

（損益計算書）

　前事業年度において、独立掲記していた「販売費及び一般管理費」の「販売手数料」は、金額的重要性が乏しくなっ

たため、当事業年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の

財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前事業年度の損益計算書において、「販売費及び一般管理費」の「販売手数料」に表示していた35,057千

円は、「その他」として組み替えております。

　

　前事業年度において、独立掲記していた「特別損失」の「固定資産除却損」は、金額的重要性が乏しくなったため、

当事業年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸

表の組替えを行っております。

　この結果、前事業年度の損益計算書において、「特別損失」の「固定資産除却損」に表示していた76千円は、「その

他」として組み替えております。

　

（キャッシュ・フロー計算書）

　前事業年度において、独立掲記していた「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「固定資産除却損」及び「たな

卸資産の増減額（△は増加）」は、金額的重要性が乏しくなったため、当事業年度より「その他」に含めて表示して

おります。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前事業年度のキャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「固定資産

除却損」に表示していた76千円及び「たな卸資産の増減額（△は増加）」に表示していた△1,973千円は、「その

他」として組み替えております。

　

（貸借対照表関係）

前事業年度（平成24年３月31日）

　該当事項はありません。

　

当事業年度（平成25年３月31日）

　該当事項はありません。

　

（損益計算書関係）

※１　他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

　
前事業年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

貸与資産への振替高　 7,224千円 1,008千円

販売費及び一般管理費への振替　 76 155

計 7,300 1,163

　

※２　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれており

ます。

前事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

2,300千円 －千円

　

※３　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

　
前事業年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

貸与資産　 651千円 820千円
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※４　減損損失

　当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

前事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

場所 用途 種類

アミューズメント施設レンタル契約

店舗（長野県8店舗、石川県4店舗、茨

城県3店舗、他5店舗）

アミューズメント施設用メダルゲーム

筐体レンタル事業
貸与資産

　当社は、原則として、事業区分を基礎に内部管理上の独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位を識別しグ

ルーピングを行っております。このうち上記資産については、営業活動から生ずる損益が継続してマイナスであり、ま

た市況の悪化等により収益力が低下しているため、帳簿価額を回収可能額まで減額し、当該減少額を減損損失（2,062

千円）として特別損失に計上しております。

　なお、回収可能額は使用価値により測定をしておりますが、将来キャッシュ・フローが見込めないことから、備忘価

額により評価しております。

　

当事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

場所 用途 種類

本社（東京都港区）　 コンテンツ事業用システム開発 ソフトウェア仮勘定　

本社（東京都港区）　 コンテンツ事業用ウェブサイト運営権 無形固定資産その他　

　当社は、原則として、事業区分を基礎に内部管理上の独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位を識別しグ

ルーピングを行っております。

　コンテンツ事業において開発を進めていたウェブサイトを利用してのビジネス構築に伴うシステム開発について

は、開発工程や事業スキームの見直しを行い将来の回収可能性を再検討した結果、帳簿価額を回収可能額まで減額し、

当該減少額を減損損失（50,000千円）として特別損失に計上しております。ウェブサイト運営権については、当初想

定していた収益が見込めなくなったため、帳簿価額を回収可能額まで減額し、当該減少額を減損損失（16,000千円）

として特別損失に計上しております。

　なお、回収可能額は使用価値により測定をしておりますが、将来キャッシュ・フローが見込めないことから、備忘価

額により評価しております。
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首
株式数
（株）

当事業年度
増加株式数
（株）

当事業年度
減少株式数
（株）

当事業年度末
株式数
（株）

発行済株式 　 　 　 　

普通株式 38,363,220　－ 　－ 38,363,220

合計 38,363,220　－ 　－ 38,363,220

自己株式 　 　 　 　

普通株式 125,074 1,570 　－ 126,644

合計 125,074 1,570 　－ 126,644

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加1,570株は、単元未満株式の買取によるものであります。

　

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　　該当事項はありません。

　　

３．配当に関する事項

　　　該当事項はありません。　

　

当事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
当事業年度期首
株式数
（株）

当事業年度
増加株式数
（株）

当事業年度
減少株式数
（株）

当事業年度末
株式数
（株）

発行済株式 　 　 　 　

普通株式 38,363,220　－ 　－ 38,363,220

合計 38,363,220　－ 　－ 38,363,220

自己株式 　 　 　 　

普通株式 126,644 900 　－ 127,544

合計 126,644 900 　－ 127,544

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加900株は、単元未満株式の買取によるものであります。

　

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　　該当事項はありません。

　　

３．配当に関する事項

　　　該当事項はありません。　

　

（キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　 　
前事業年度

（自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日）

当事業年度
（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

　 現金及び預金勘定 839,095千円 389,491千円

　 預入期間が３か月を超える定期預金 － －

　 現金及び現金同等物 839,095 389,491
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（リース取引関係）

１．ファイナンス・リース取引

　所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は以下のとおりであります。

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

　 （単位：千円）

　
前事業年度（平成24年３月31日）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

工具、器具及び備品 4,202 3,919 283

ソフトウェア 1,230 1,005 225

合計 5,433 4,924 509

　

　 （単位：千円）

　
当事業年度（平成25年３月31日）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

工具、器具及び備品 － － －

ソフトウェア － － －

合計 － － －

（注）対象となるリース契約は、当事業年度中にリース期間が満了したため、期末残高はありません。

　

(2）未経過リース料期末残高相当額

　 （単位：千円）

　
前事業年度

（平成24年３月31日）
当事業年度

（平成25年３月31日）

未経過リース料期末残高相当額 　 　

１年内 637 －

１年超 － －

合計 637 －

（注）対象となるリース契約は、当事業年度中にリース期間が満了したため、期末残高はありません。

 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

　 （単位：千円）

　
前事業年度

（自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日）

当事業年度
（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

支払リース料 1,896 651

減価償却費相当額 1,678 509

支払利息相当額 82 13

　

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　

(5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法に

よっております。

　

２．オペレーティング・リース取引

　該当事項はありません。
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

　当社は、事業遂行に必要な資金を自己資金により賄っており、銀行等金融機関からの借入は行っておりません。

一時的な余剰資金については、短期的な銀行預金に限定して運用を行っております。また、デリバティブ取引は

行っておりません。　

　

(2）金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、敷金及び保証金については当社事務所

の賃貸に係るものと営業取引に係る保証金であり、差入先の信用リスクに晒されております。

営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。法人税、住民税及び事業

税の未払額である未払法人税等はそのすべてが２ヶ月以内に納付期限が到来するものであります。

　

(3）金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

営業債権については、各事業本部及び経理部が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごと

に期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

② 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などに

より流動性リスクを管理しております。　

　

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれ

ております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動することがあります。

　

(5）信用リスクの集中

当事業年度の決算日現在における営業債権のうち49.8％が特定の大口顧客に対するものであります。　
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２．金融商品の時価等に関する事項

　貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて

困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

　

前事業年度（平成24年３月31日）

　
貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 839,095 839,095 －

(2）売掛金 73,203 73,203 －

(3）長期貸付金 1,592,719　 　

貸倒引当金(*1) △1,592,719　 　

　 － － －

(4）破産更生債権等 127,738　 　

貸倒引当金(*1) △127,738　 　

　 － － －

(5）敷金及び保証金(*2) 477,184　 　

貸倒引当金(*1) △450,000　 　

　 27,184 15,571 △11,613

(6）長期未収入金 392,415　 　

貸倒引当金(*1) △392,415　 　

　 － － －

　資産計 939,483 927,869 △11,613

(1）買掛金 411,137 411,137 －

(2）未払金 35,538 35,538 －

(3）未払法人税等　 5,963 5,963 －

　負債計 452,638 452,638 －

(*1）個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

(*2）見合いの長期預り保証金を差し引いた後の純額で表示しております。
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 （注）１．金融商品の時価の算定方法に関する事項

資　産

(1）現金及び預金、(2）売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。

(3）長期貸付金、(4）破産更生債権等、(6）長期未収入金

　これらは貸倒懸念債権等であるため、先方の財務内容・事業の回収見込額等を勘案し、個別に全額引当金

計上を行なっております。

(5）敷金及び保証金

　時価については、将来キャッシュ・フローを期末から返還までの見積り期間に基づき国債の利回り等適切

な指標により割り引いて算定しております。なお、敷金及び保証金のうち回収が見込めないと認められる金

額の未償却残高については、上表には含めておりません。

　また貸倒懸念債権については先方の財務内容・事業の回収見込額等を勘案し、個別に全額引当金計上を行

なっているため時価の把握を省略しております。　

　

負　債

(1）買掛金、(2）未払金、(3）未払法人税等

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。

　

 ２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

該当事項はありません。　

 　

 ３．金銭債権の決算日後の償還予定額
 

　
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 838,826 － － －

売掛金 73,203 － － －

敷金及び保証金 － － － 27,184

合計 912,030 － － 27,184

（注）長期貸付金、破産更生債権等、長期未収入金、敷金及び保証金の一部につきましては回収時期を合理的に見

込むことができないため、上表には記載しておりません。
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当事業年度（平成25年３月31日）

　
貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 389,491 389,491 －

(2）売掛金 107,569 107,569 －

(3）長期貸付金 1,462,272　 　

貸倒引当金(*1) △1,462,272　 　

　 － － －

(4）破産更生債権等 114,673　 　

貸倒引当金(*1) △114,673　 　

　 － － －

(5）敷金及び保証金(*2) 477,635　 　

貸倒引当金(*1) △450,000　 　

　 27,635 18,098 △9,537

(6）長期未収入金 375,416　 　

貸倒引当金(*1) △375,416　 　

　 － － －

　資産計 524,696 515,159 △9,537

(1）買掛金 280,961 280,961 －

(2）未払金 16,129 16,129 －

(3）未払法人税等　 6,253 6,253 －

　負債計 303,344 303,344 －

(*1）個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

(*2）見合いの長期預り保証金を差し引いた後の純額で表示しております。
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 （注）１．金融商品の時価の算定方法に関する事項

資　産

(1）現金及び預金、(2）売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。

(3）長期貸付金、(4）破産更生債権等、(6）長期未収入金

　これらは貸倒懸念債権等であるため、先方の財務内容・事業の回収見込額等を勘案し、個別に全額引当金

計上を行なっております。

(5）敷金及び保証金

　時価については、将来キャッシュ・フローを期末から返還までの見積り期間に基づき国債の利回り等適切

な指標により割り引いて算定しております。短期間で決済されるものについては、時価は帳簿価額と近似し

ていることから、当該帳簿価額によっております。なお、敷金及び保証金のうち回収が見込めないと認めら

れる金額の未償却残高については、上表には含めておりません。

　また貸倒懸念債権については先方の財務内容・事業の回収見込額等を勘案し、個別に全額引当金計上を行

なっているため時価の把握を省略しております。

　

負　債

(1）買掛金、(2）未払金、(3）未払法人税等

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。

　

 ２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

該当事項はありません。　

 　

 ３．金銭債権の決算日後の償還予定額
 

　
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 389,315 － － －

売掛金 107,569 － － －

敷金及び保証金 451 － － 27,184

合計 497,336 － － 27,184

（注）長期貸付金、破産更生債権等、長期未収入金、敷金及び保証金の一部につきましては回収時期を合理的に見

込むことができないため、上表には記載しておりません。

　

EDINET提出書類

株式会社コモンウェルス・エンターテインメント(E02899)

有価証券報告書

46/63



（有価証券関係）

前事業年度（平成24年３月31日）

子会社株式及び関連会社株式

　関連会社であった株式会社ワールドビクトリーロードの当社が保有する株式をすべて売却しており、該当事項は

ありません。

　

当事業年度（平成25年３月31日）

該当事項はありません。

　

（デリバティブ取引関係）

前事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

　

当事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

　

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を採用しております。

　

２．退職給付債務及びその内訳

　
前事業年度

（平成24年３月31日）
当事業年度

（平成25年３月31日）

退職給付債務（千円） 16,020 18,248

退職給付引当金（千円） 16,020 17,860

　

３．退職給付費用及びその内訳

　
前事業年度

（自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日）

当事業年度
（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

退職給付費用（千円） 5,067 3,528

勤務費用（千円） 5,067 3,528

　

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

当社は退職給付債務の算定にあたり簡便法を採用しておりますので、基礎率等については記載しておりません。

　

（ストック・オプション等関係）

　該当事項はありません。　
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　 前事業年度

（平成24年３月31日）
　

当事業年度

（平成25年３月31日）

繰延税金資産 　　 　

たな卸資産評価損否認額 29,404千円　 1,821千円

未払事業税否認額（外形標準課税） 1,806　 1,916

減価償却超過額 9,811　 1,542

貸倒引当金繰入限度超過額 912,382　 855,240

退職給付引当金繰入限度超過額 5,703　 6,358

繰越欠損金 361,482　 500,952

減損損失否認 782 　 24,274

その他 243 　 243

計 1,321,617　 1,392,350

評価性引当金 △1,321,617　 △1,392,350

繰延税金資産計 － 　 －

繰延税金資産の純額 － 　 －

　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異については、税引前当期純損失が計上されている

ため、記載しておりません。　

　

（持分法損益等）

　当社は関連会社を有していないため、該当事項はありません。

　

（企業結合等関係）

　該当事項はありません。

　

（資産除去債務関係）

（1）当該資産除去債務の概要

　当社は、本社オフィスの賃貸借契約に基づき、オフィス退去時における原状回復に係る債務を資産除去債務として

認識しておりますが、当該資産除去債務に関しては、資産除去債務の負債計上に代えて、賃貸借契約に関する敷金の

回収が最終的に見込めないと認められる金額を合理的に見積り、そのうち当事業年度の負担に属する金額を費用に

計上する方法によっております。

　

（2）当該資産除去債務の金額の算定方法

　使用見込期間は30年と見積り、敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額を計算しております。

　

（3）当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

　資産除去債務の負債計上に代えて敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額を合理的に見積り、そのう

ち当事業年度の負担に属する金額を費用に計上する方法を用いているものに関して、当事業年度の期首時点におい

て敷金の回収が最終的に見込めないと算定した金額は、9,240千円であります。また、資産除去債務の期中における

増減はありません。

　

（賃貸等不動産関係）

前事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

該当事項はありません。　

　

当事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

該当事項はありません。　　
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の

配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、本社に商品・サービス別の事業本部を置き、各事業本部は、取り扱う商品・サービスについて国内及び海

外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

　したがって、当社は、事業本部を基礎とした商品・サービス別のセグメントから構成されており、「コンテンツ事

業」、「アミューズメント事業」及び「コンサルティング事業」の３つを報告セグメントとしております。

　「コンテンツ事業」は、パチンコ・パチスロ遊技機における、タレント・アーティスト・アニメなどを使ったキャ

ラクタービジネスの一環として様々な商品の企画・製造・販売及び版権管理や契約仲介業務等を行っております。

「アミューズメント事業」は、パチンコ・パチスロ遊技機をアミューズメント施設用のメダルゲーム機に転用する

業務等を行っております。「コンサルティング事業」は、アミューズメント複合施設等の活用に関するコンサル

ティング業務を行っております。

　

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針」における記載と概ね同一であります。

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。なお、セグメント間の内部売上高及び振替高はあり

ません。

（減価償却方法の変更）

　当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産について、改正

後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

　この変更による当事業年度のセグメント損益に与える影響は軽微であります。

　

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前事業年度（自　平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

（単位：千円）

　
報告セグメント

調整額
（注）１

財務諸表
計上額
（注）２

コンテンツ
事業

アミューズ
メント事業

コンサルテ
ィング事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 446,4861,289,72812,5701,748,785 － 1,748,785

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － －

計 446,4861,289,72812,5701,748,785 － 1,748,785

セグメント利益又は

損失（△）
19,023△7,931△89,269△78,177△188,950△267,128

セグメント資産 158,22965,081 0 223,310921,3271,144,638

セグメント負債 206,880364,827 223 571,930 62,123 634,054

その他の項目 　 　 　 　 　 　

減価償却費 1,812 12,036 1,735 15,584 3,510 19,094

有形固定資産及び無形

固定資産の増加額
50,000 7,224 － 57,224 643 57,867
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（注）１．調整額の内容は以下のとおりであります。

（1）セグメント利益又は損失（△）の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、

主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

（2）セグメント資産の調整額は、全社資産であり、その主なものは各報告セグメントに帰属しない現金

及び預金、本社の固定資産であります。

（3）セグメント負債の調整額は、全社負債であり、その主なものは各報告セグメントに帰属しない本社

の未払費用、退職給付引当金であります。

（4）その他の項目の減価償却費調整額は、全社資産の償却費であります。また有形固定資産及び無形固

定資産の増加額の調整額は、全社資産の増加額であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、財務諸表の営業損失（△）と調整を行っております。

　

当事業年度（自　平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）

　　（単位：千円）

　
報告セグメント

調整額
（注）１

財務諸表
計上額
（注）２

コンテンツ
事業

アミューズ
メント事業

コンサルテ
ィング事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 348,0381,025,42018,0551,391,513 － 1,391,513

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － －

計 348,0381,025,42018,0551,391,513 － 1,391,513

セグメント利益又は

損失（△）
△38,49344,523△39,899△33,870△186,972△220,842

セグメント資産 79,383104,1313,146186,660466,054 652,715

セグメント負債 84,406280,2662,773367,446 42,598 410,045

その他の項目 　 　 　 　 　 　

減価償却費 1,664 4,630 957 7,253 3,299 10,552

有形固定資産及び無形

固定資産の増加額
26,914 1,196 － 28,111 207 28,318

（注）１．調整額の内容は以下のとおりであります。

（1）セグメント利益又は損失（△）の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、

主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

（2）セグメント資産の調整額は、全社資産であり、その主なものは各報告セグメントに帰属しない現金

及び預金、本社の固定資産であります。

（3）セグメント負債の調整額は、全社負債であり、その主なものは各報告セグメントに帰属しない本社

の未払費用、退職給付引当金であります。

（4）その他の項目の減価償却費調整額は、全社資産の償却費であります。また有形固定資産及び無形固

定資産の増加額の調整額は、全社資産の増加額であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、財務諸表の営業損失（△）と調整を行っております。
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【関連情報】

前事業年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。　

　

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。　　

　

(2）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。　

　

３．主要な顧客ごとの情報

　　（単位：千円）

顧客の氏名又は名称 売上高 関連するセグメント名

株式会社　東プロ　 955,140アミューズメント事業

　

当事業年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。　

　

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。　　

　

(2）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。　

　

３．主要な顧客ごとの情報

　　（単位：千円）

顧客の氏名又は名称 売上高 関連するセグメント名

株式会社　東プロ　 827,048アミューズメント事業

株式会社　ＳＡＮＫＹＯ 150,400コンテンツ事業

　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前事業年度（自　平成23年４月１日  至　平成24年３月31日）

（単位：千円）

　
コンテンツ
事業

アミューズ
メント事業

コンサルテ
ィング事業

全社・消去 合計

減損損失 － 2,062 － － 2,062

　

当事業年度（自　平成24年４月１日  至　平成25年３月31日）

（単位：千円）

　
コンテンツ
事業

アミューズ
メント事業

コンサルテ
ィング事業

全社・消去 合計

減損損失 66,000 － － － 66,000

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　該当事項はありません。　
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【関連当事者情報】

関連当事者との取引

１．財務諸表提出会社の関連会社等

前事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

種類

会社等

の名称又

は氏名

所在地

資本金又

は出資金

(千円)

事業の

内容又

は職業

議決権等の

所有（被所

有）割合

(％)

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(千円)
科目

期末残高

（千円）

関連会社

㈱ワールド

ビクトリー

ロード

（注３）

東京都

豊島区
300,000　

イベント

運営
－ 資金の貸付 － －

長期貸付金

(注１・２）
129,034

　（注）１．資金の貸付については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。

　　　　２．長期貸付金に対し、129,034千円の貸倒引当金を計上しております。

　　　　３．株式会社ワールドビクトリーロードは、平成23年10月20日に当社が保有する株式をすべて売却しており、関連当

事者に該当しなくなりました。このため期末残高については関連当事者に該当しなくなった時点での残高を

記載しております。なお、関連当事者であった期間の取引はありません。

 

当事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

　該当事項はありません。　

　

２．財務諸表提出会社の役員及び個人主要株主等

前事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

種類

会社等

の名称又

は氏名

所在地

資本金又

は出資金

(千円)

事業の

内容又

は職業

議決権等の

所有（被所

有）割合

(％)

関連当事者

との関係

取引の内容

（注２）　

取引金額

(千円)

（注１）　

科目

期末残高

（千円）

（注１）　

主要株主

㈱ドン・

キホーテ

(注３)

東京都

目黒区

19,608,000

　

ディスカウ

ントストア

事業

－

　

アニメ製作

委員会共同

出資

　

　

分配金

　

　

　

8,256

　

　

未払金

　

　

8,669

　

不動産転貸

借

　

　

　

販売費及び

一般管理費　

　

　

　

2,000

　

　

長期未収入

金

　

敷金及び保

証金　

　

20,896

　

　

28,976

　

ライトキャ

ピタル㈱

（注４）

東京都

港区
10,000

コンサル

ティング

業

－

主に当社へ

の経営指導

等

顧問報酬の

支払
60,000－ －

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

顧問報酬の支払いについては、契約に基づき、同社の業務内容等を勘案し決定しております。

３. 当社の主要株主であった安田隆夫氏は、平成23年12月21日をもって主要株主ではなくなったため、同氏が代

表取締役会長を務めている株式会社ドン・キホーテは関連当事者に該当しなくなりました。このため、取引

金額については関連当事者であった期間の金額を記載し、期末残高については関連当事者に該当しなくなっ

た時点での残高を記載しております。 

４．当社の主要株主（柳田康友氏）が代表取締役を務めております。　　

 

当事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

　該当事項はありません。　
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（１株当たり情報）

　
前事業年度

（自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日）

当事業年度
（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

１株当たり純資産額 13.35円 6.34円

１株当たり当期純損失金額 6.99円 7.00円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失金額であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前事業年度

（自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日）

当事業年度
（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

当期純損失金額（千円） 267,556 267,895

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純損失金額（千円） 267,556 267,895

期中平均株式数（株） 38,237,610 38,235,817

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。　
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

該当事項はありません。

　

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減
価償却累
計額又は
償却累計
額
(千円)

当期末減
損損失累
計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期
末残高
（千円）

有形固定資産                                 
建物 41,296 － － 41,29614,968 － 4,86926,327
工具、器具及び備品 21,399 810 963 21,24616,557 － 2,134 4,688
貸与資産 28,4461,008 1,68027,77425,1961,770 3,318 807

  有形固定資産計 91,1411,818 2,64390,31656,7221,77010,32331,823

無形固定資産                                 
商標権 447 － － 447 435 － 44 11
ソフトウエア 13,499 － 12,3751,123 637 － 184 486

ソフトウエア仮勘定 50,00010,500
50,000
(50,000)

10,500 － － － 10,500

電話加入権 2,973 － － 2,973 － － － 2,973

その他 － 16,000
16,000
(16,000)

－ － － － －

  無形固定資産計 66,92026,500
78,375
(66,000)

15,0441,073 － 229 13,971

長期前払費用 － － － － － － － －

繰延資産 － － － － － － － －

（注）１．「当期減少額」欄の（　）内は内書きで、減損損失の計上額であります。

　　　２．当期増加額・減少額のうち主なものは次のとおりであります。

　工具、器具及び備品
 増加額（千円） 本社の業務用パソコンの導入費用 810

 減少額（千円） 本社のパソコン等の劣化による除却 963

　貸与資産
 増加額（千円） たな卸資産からレンタル事業用資産への振替による増加 1,008

 減少額（千円） レンタル事業用資産の売却 1,680

　ソフトウエア 減少額（千円） 携帯コンテンツ販売管理システムの除却 12,375

　ソフトウエア仮勘定

増加額（千円） コンテンツ事業用システム開発費用 10,500

減少額（千円）
事業見直しに伴う将来の回収可能性再検討によるシステ

ム開発費用の減損損失計上
50,000

　無形固定資産その他
増加額（千円） ウェブサイト運営権の取得 16,000

減少額（千円） 収益性の低下によるウェブサイト運営権の減損損失計上 16,000
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【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

該当事項はありません。

　

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 2,562,873 － 160,201 310 2,402,362

（注）  貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、債権回収による取崩額であります。

　

【資産除去債務明細表】

該当事項はありません。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

イ．現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 175

預金の種類  

当座預金 470

普通預金 388,030

別段預金 814

小計 389,315

合計 389,491

ロ．売掛金

(ａ)相手先別内訳

相手先 金額（千円）

㈱ＳＡＮＫＹＯ 53,550

加賀アミューズメント㈱ 25,108

㈱アップフロントディーシー 5,728

京セラコミュニケーションシステム㈱ 3,196

㈱ユニカ 3,146

その他 16,840

合計 107,569

(ｂ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高

（千円）

当期発生高

（千円）

当期回収高

（千円）

当期末残高

（千円）
回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
365

73,203 1,461,0891,426,722 107,569 93.0 22.6

（注）当期発生高には消費税等が含まれております。

　

ハ．商品及び製品

品目 金額（千円）

　商品  

　アミューズメント機器 2,184

　その他 529

合計 2,713
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②　固定資産

イ．長期貸付金

相手先 金額（千円）

㈱ジャパンアミューズメントエージェンシー 1,357,224

サンロジテック㈱ 76,788

㈱アスト 28,260

合計 1,462,272

 

ロ．破産更生債権等

相手先 金額（千円）

ＴＢ幡生店 42,537

ＴＢ塚越中央店 20,913

㈱アバン 20,216

ＴＢ新下関店 17,103

ＴＢ関大駅前店 10,028

その他 3,873

合計 114,673

ハ．敷金及び保証金

相手先 金額（千円）

㈱ウエストゲート 250,000

㈱ブロス・ジャパン 200,000

㈱ドン・キホーテ 54,936

合同会社ＧＴＴ２ 35,603

日本商業施設㈱ 6,850

その他 2,451

合計 549,841

　

ニ．長期未収入金

相手先 金額（千円）

㈱スターゲートネットワーク 157,500

㈱ブロス・ジャパン 100,000

㈱ＴＳＫコミュニケーションズ 97,020

㈱ドン・キホーテ 20,896

合計 375,416
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③　流動負債

　買掛金

相手先 金額（千円）

フィールズ㈱ 129,269

京楽栄開発㈱ 74,617

㈱ジーグラヴィティ 46,935

㈱角川デジックス 10,950

㈱エムアップＡＥ 3,824

その他 15,364

合計 280,961

　

④　固定負債

　長期預り保証金

相手先 金額（千円）

㈱ユメユイ 20,010

㈱ゲットプランニング 11,500

㈱昌利 8,300

㈱ウィズワン 7,740

ファースト・エンターテインメント㈱ 6,150

その他 15,686

合計 69,386

　

（３）【その他】

当事業年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当事業年度

売上高（千円） 187,060 887,863 1,015,840 1,391,513

税引前四半期（当期）純損

失金額（千円）
51,847 71,518 137,596 266,685

四半期（当期）純損失金額

（千円）
52,150 72,123 138,503 267,895

１株当たり四半期（当期）

純損失金額（円）
1.36 1.88 3.62 7.00

　

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純損失金

額（円）
1.36 0.52 1.73 3.38
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

  　３月31日　

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り 　

取扱場所

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

　三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座） 

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

　三井住友信託銀行株式会社

取次所 ──────

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告に

よる公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載URL

http://www.cwe.co.jp

株主に対する特典 該当事項はありません。

（注）　　当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第1項の規定

による請求をする権利並びに株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当て

を受ける権利以外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

　

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第35期）（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）平成24年６月29日関東財務局長に提出

(2）内部統制報告書及びその添付書類

平成24年６月29日関東財務局長に提出

(3）四半期報告書及び確認書

（第36期第１四半期）（自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日）平成24年８月13日関東財務局長に提出

（第36期第２四半期）（自　平成24年７月１日　至　平成24年９月30日）平成24年11月13日関東財務局長に提出

（第36期第３四半期）（自　平成24年10月１日　至　平成24年12月31日）平成25年２月13日関東財務局長に提出

(4）臨時報告書

平成24年７月２日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨

時報告書であります。

平成25年３月21日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に基づく臨時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

   平成２５年６月２８日

株式会社コモンウェルス・エンターテインメント    

 取締役会　御中  

 監査法人ナカチ  

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 安藤　算浩　　印

 業務執行社員  公認会計士 髙村　俊行　　印

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社コモンウェルス・エンターテインメントの平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日までの第３６期

事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計

方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

　

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ

き監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法

人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務諸

表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し

て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、

監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社コ

モンウェルス・エンターテインメントの平成２５年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

強調事項

　継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は過去４事業年度連続して営業損失の発生及び実質的な営

業キャッシュ・フローのマイナスの状態が継続し、当事業年度においても、220,842千円の営業損失及び398,183千円の営

業キャッシュ・フローのマイナスとなっている。これらにより、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が

存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要

な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。財務諸表は継続企業を前提として作成されており、

このような重要な不確実性の影響は財務諸表に反映されていない。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。　

EDINET提出書類

株式会社コモンウェルス・エンターテインメント(E02899)

有価証券報告書

62/63



＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社コモンウェルス・エ

ンターテインメントの平成２５年３月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係

る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表

明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に

準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施することを

求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に

基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果につ

いて経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、株式会社コモンウェルス・エンターテインメントが平成２５年３月３１日現在の財務報告に係る内部統

制は有効であると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統

制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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